
調 査 結 果 要 旨 チ ャ ー ト 図 日本国有鉄道清算事業団（現日本鉄道建設公団国鉄清算事業本部）の事業内容の分析と評価）

国 【事業主体】

日 国鉄長期債務の処理
国
鉄 昭62年度事業団発足時

たん

債務元本の処理が進まず、処理スキームが破綻。国民負担はほぼ倍増 国鉄清算事業団 （参考）
改 交 付 現 承 継 債 務 等 → の解散時の状況 債務等処理法に
革 補助金 → 本 25.5 兆円 ↑ ↑ 28.3 兆円 基づく本格的処理

(H8' 536億円) 日
国 新幹線鉄道 資金運用部･簡保
鉄 本 保有機構収入 の繰上償還による
長 国 長 長 金利負担軽減
期 鉄 2.9 毎年度、当期損失を計上 利 2,500億円
債 引受 資金 （平2,5年度を除く） 払 程度
務 け 調達 道 固定資産売却収入で利息支払も 一 費
の 財投資金 → 事 業 団 債 ← 有 土地売却収入 期 できない状況 期 六
処 (H8' 1,300億円) 建 （平5,9年度を除く） 六 郵貯特会からの特
理 般 〇 別繰入れ

簡保資金 ← 設 7.7 （損益の状況） (単位:兆円) 〇 2,000億円
償 還 鉄 債 昭62 平 2 平 4 平 5 平 8 平 9 債 億 程度

公 当期損益 ▲2.3 0.3 ▲0.5 0.2 ▲0.6 ▲0.2 ← 会 円
程

団 固定資産売却収入 0.1 0.8 0.9 1.7 0.8 1.2 度 たばこ特別税道 株式売却収入 務 支 払 利 息 0.9 1.1 1.1 1.0 0.9 0.8 務 計
国 1.2

↑
鉄 負 2,245億円清 収入の低迷：緊急土地対策要綱等 鉄道共済年金への 厚生年金への統合 元 程度

日本国有鉄道改革法 清 19.9 客観情勢の変化 特別負担 0.7兆円 に伴う移換金 本 たばこ特別税
（計 画) (9年度末累計) (平2～8年度で支払済み) 0.8兆円 24.2 担 償

算 土地処分収入 7.7兆円 6.5兆円 (平９～28年度で支払予定) 還算 国 民 負 担 他の共済組合から 四 その他の方策
事 の支援の前提とな 鉄道共済と厚生年 〇 (当面は一般会計

引受 事 業 団 債 る自助努力分 金の統合（平９年 〇 の歳出･歳入両
け （ 政 府 保 証 ） 資金 業 13.8 年 ４月実施） 〇 面にわたる努力
→ (H8' 6,016億円) 調達 事 金 億 により対応)

← 本 等 円
民 間 金 融 機 関 借入 長 期 借 入 金 負 程

れ （ 政 府 保 証 ） 部 担 度
→ (H8'' 9,000億円) 業

年 鉄 道 公 団 負 担 年 金 等 負 担
← 5.7 金 (土地株式等及び 3,400億円程度

償 還 等 国 庫 補 助 金 ) 厚 生 年 金 移 換 金団 負 4.0 480億円程度
資金繰りに 担
伴う利払いは J R 負 担 厚 生 年 金 移 換 金
考慮されず 4.1 0.2 120億円程度

（通年ベｰｽ）
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